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はじめに
周知の通り､ 国にあっては ｢行政機関個人情報保護法｣ 及び ｢独立行政法人等個人情報保護法｣
が､ 自治体にあっては ｢個人情報保護条例｣ が､ そして､ 民間の個人情報取扱事業者を規制対象と
する ｢個人情報保護法｣ が､ それぞれ制定・施行されるに至っている｡ これらの法律や条例は､ 個
人情報について､ その利用目的の制限､ 適正な収集､ 正確性の確保､ 安全性の確保､ 透明性の確保
といった事項を基本的視座に置いている｡ 特に､ 個人情報はプライバシーとの関わりが極めて強い
ことから､ これらの法律や条例においては､ 行政機関ないし実施機関が本人の同意なくして個人情
報を収集すること (本人外収集) のみならず
(１)
､ 本人の同意なくして目的外利用・外部提供をするこ
とが､ 原則として禁止されている｡
しかし､ これらの法律や条例において､ 本人の同意がない場合であっても､ 個人情報の目的外利
用・外部提供が認められるという例外があることも事実である｡ このことは､ 行政機関個人情報保
護法第１条が ｢行政の適正かつ円滑な運営を図りつつ､ 個人の権利利益を保護することを目的とす
る｡｣ と､ 個人情報保護法第１条が ｢個人情報の有用性に配慮しつつ､ 個人の権利利益を保護する｡｣
と規定していること､ そして､ 多くの個人情報保護条例の第１条が規定する趣旨・目的と符合する｡
すなわち､ 個人情報の取扱いは､ プライバシー保護のみならず､ 個人の生命・身体・財産という
｢権利利益の保護｣､ ｢行政の適正かつ円滑な運営｣ 及び ｢個人情報の有用性｣ という多方面から考
慮されなければならないのである｡
筆者は､ 既に､ どのような要件を充足すれば､ 行政機関ないし実施機関による目的外利用・外部
提供が可能となるのか､ 主に ｢自治体保有個人情報｣､ ｢本人の同意｣､ ｢実施機関の裁量｣ といった
事項に焦点を当てながら､ 個人情報の目的外利用・外部提供の仕組みづくりについて検討を行った
ことがある
(２)
｡ そこで､ 本稿では､ 個人情報の目的外利用・外部提供が争われた若干の事例を踏まえ､
改めて法的問題点を抽出しながら､ その検討を行いたいと思う
(３)
｡
第１章 個人情報の目的外利用・外部提供に関連する若干の事例
事例 (Ａ) 京都地判昭和年９月日 (損害賠償等請求事件・第１審) 判例時報号頁・
判例タイムズ号	頁：大阪高判昭和年月日 (同・控訴審) 判例時報号頁：
最判昭和年４月
日 (同・上告審) 民集巻３号号・判例時報号３頁・判例タイ
ムズ

号頁
【事実関係】
本件は､ 自動車学校の技能指導員であった原告が､ 経歴詐称等を理由として解雇され民事裁判が
係属しているときに弁護士法第条の２に基づく照会に応じて京都市の中京区長が自己の前科等の
犯罪歴を弁護士会に回答したのは違法であるとして､ 京都市に対し､ 国家賠償法第１条及び民法第
	条に基づいて損害賠償と謝罪文の交付を請求した事案である｡
【判示事項・上告審】
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｢前科及び犯罪経歴 (以下 ｢前科等｣ という｡) は人の名誉､ 信用に直接にかかわる事項であり､
前科等のある者もこれをみだりに公開されないという法律上の保護に値する利益を有するのであつ
て､ 市区町村長が､ 本来選挙資格の調査のために作成保管する犯罪人名簿に記載されている前科等
をみだりに漏えいしてはならないことはいうまでもないところである｡ 前科等の有無が訴訟等の重
要な争点となつていて､ 市区町村長に照会して回答を得るのでなければ他に立証方法がないような
場合には､ 裁判所から前科等の照会を受けた市区町村長は､ これに応じて前科等につき回答をする
ことができるのであり､ 同様な場合に弁護士法二三条の二に基づく照会に応じて報告することも許
されないわけのものではないが､ その取扱いには格別の慎重さが要求されるものといわなければな
らない｡ 本件において､ ・・・京都弁護士会が訴外・・弁護士の申出により京都市伏見区役所に照
会し､ 同市中京区長に回付された被上告人 (原告・筆者注) の前科等の照会文書には､ 照会を必要
とする事由としては､ 右照会文書に添付されていた・・弁護士の照会申出書に 『中央労働委員会､
京都地方裁判所に提出するため』 とあつたにすぎないというのであり､ このような場合に､ 市区町
村長が漫然と弁護士会の照会に応じ､ 犯罪の種類､ 軽重を問わず､ 前科等のすべてを報告すること
は､ 公権力の違法な行使にあたると解するのが相当である｡｣
(４)
事例 (Ｂ) 松山地判平成年月２日 (大洲市情報公開国家賠償請求事件・第１審) 判例時報
号頁・判例タイムズ号頁・判例地方自治	号頁：高松高判平成年４月
日 (同・控訴審) 判例タイムズ号	頁
【事実関係】
本件は､ 山鳥坂ダム等に関する計画の賛否を問う住民投票条例の制定請求において､ 条例制定請
求代表者から署名収集の委任を受けたとする原告らが､ 自己の氏名､ 住所及び生年月日の記載され
た受任者名簿が大洲市情報公開条例に基づき大洲市長により情報公開請求者に対して公開されたた
め､ プライバシーの権利が侵害されたと主張して､ 愛媛県の大洲市に対しては国家賠償法第１条に
基づいて､ 大洲市長に対しては民法第
条に基づいて損害賠償を請求した事案である｡
【判示事項・第１審】
｢・・当該個人が本件制定請求における受任者であることについても､ 私生活上の事実に関する
情報であり､ 社会一般の人々にまだ知られていない情報であるといえる｡ そして､ 当該個人がいか
なる政治的信条を有し､ それに基づいてどのような活動を行っているかという情報は､ 極めて個人
的な情報であって､ 一般的には開示することが許容されない性質の情報であることは明らかである
ところ､ この情報と当該個人が本件制定請求における受任者であることとは密接に関連しているも
のである｡ とすれば､ 当該個人が受任者であることも､ 社会一般の人々の感受性を基準として､ み
だりに公開されることを欲しないであろう情報であるということができる｡ したがって､ 本件受任
者名簿に記載された原告・・らの氏名､ 住所及び生年月日並びに本件制定請求における受任者であ
ることという本件個人情報は､ プライバシーとして保護されるというべきである｡｣ ｢個人がいかな
る政治的信条を有し､ その信条に基づいていかなる行為を行うかは､ 個人の人格形成と密接な関係
を有する事柄であり､ そのような事柄と関わる情報については､ いわゆるセンシティブ性の高い情
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報として
(５)
､ 特に厚く保護されるべきものである｡ だとすれば､ 本件制定請求における受任者である
という情報については､ その保護の要請は､ 単なる氏名､ 住所等に比較しても極めて高いものとい
わなければならない｡｣ ｢法 (公職選挙法・筆者注) が､ 選挙管理委員会による署名簿の署名の効力
決定の適否を検証させてその正確を期するための制度として､ 署名簿の縦覧 (法条の２第２ない
し５項) を定めながら､ 受任者名簿の縦覧を定めていないことからすれば､ 法は､ 受任者名簿との
対比において選挙管理委員会による署名の効力決定の適否を選挙権者に検証させることを予定して
いないというべきである｡ そうすると､ ・・個人のプライバシー権を犠牲にしてまで開示しなけれ
ばならない公益上の特別の必要があるということはできない｡｣ ｢以上説示したような､ 本件個人情
報についてのプライバシー権の要保護性の程度､ これに対する侵害の態様､ これによる不利益の内
容､ 程度等を総合考慮すると､ 本件情報公開は､ 国家賠償法上の違法性を有するものというべきで
ある｡｣
(６)
事例 (Ｃ) 東京地判平成年６月日 (損害賠償請求事件・第１審) 判例集未登載：東京高判
平成年２月日 (同・控訴審) 判例タイムズ号頁
【事実関係】
本件は､ 東京都公立中学校の教員である原告が､ 東京都教育委員会の職員が原告に関して作成し
た ｢服務事故報告書｣ ｢処分説明書｣ ｢発令通知書｣ ｢研修状況報告書｣ 等を東京都議会議員三名に提
供したために､ プライバシーが侵害されたと主張し､ 国家賠償法第１条及び第４条､ 民法第	条等
に基づき､ 東京都に対し､ 損害賠償及び東京都教育庁広報誌への謝罪文掲載を請求した事案である｡
【判示事項・控訴審】
｢・・上記以外の情報､ 具体的には､ [１] 服務事故報告書中の控訴人 (原告・筆者注) の住所､
生年月日・年齢及び教職年数のほか､ 服務事故の 『発生の状況及び確認した事実』 に含まれる上記
控訴人の私生活にかかわる情報 (『２月日 (月) 関与する民事裁判の公判』 『息子に依頼して投函』)
や 『朝日区教育委員会の見解』 に含まれる控訴人の名誉にかかわる情報 (『自分の行為について､
全面的に正当化しようとする意図で書かれ』 『教員として不適切な行為を繰り返す同教諭に対して､
厳正な処置をお願いする』)､ [２] 処分説明書中の控訴人の生年月日､ [３] 研修状況報告書中の都
立教育研究所における控訴人に対する指導 (控訴人との対応) 行為の具体的内容や控訴人の疾病に
関する情報は､ (ア) 控訴人の私生活上の事実であったり､ 職務行為に関連するものであっても､
控訴人の社会的評価に直接かかわる個人に関する情報 (個人情報保護条例・・ 『東京都個人情報保
護条例・筆者注』 １条､ ２条２項) であって､ (イ) 一般の人にいまだ知られていない情報であり､
(ウ) 一般の人の感受性を基準にして､ その人の立場に立った場合に他者に開示されることを欲し
ない情報であるということができるから､ これらは､ 控訴人のプライバシーにかかわる情報として
法的保護の対象となると認めるのが相当である｡｣ ｢伝統的､ 消極的意味におけるプライバシーの権
利を保護するとともに､ さらに､ 自己の個人情報の開示及び訂正を請求する権利を保障することに
より､ 積極的に自己の個人情報に関与するいわゆる現代的､ 積極的意味におけるプライバシーの権
利の保護を目指したものであるという個人情報保護条例の趣旨・・を併せ考慮すれば､ 本件個人情
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報を本件議員らに開示した本件情報提供は個人情報保護条例条及び条に違反するものというべ
きである｡ ・・本件情報提供による本件個人情報の開示は､ 控訴人のプライバシーを侵害するもの
として違法であり､ 不法行為を構成するものというべきである｡｣
(７)
第２章 個人情報の目的外利用・外部提供の制限
第１款 目的外利用・外部提供の原則禁止
() 法律・条例上の規定
個人情報は､ 行政組織内部で､ 本来の特定された収集目的に添って､ 管理・利用が行われるべき
である｡ 個人情報を収集・管理・利用する権限を有する機関は､ 国にあっては各省庁や各委員会な
どの ｢行政機関｣ であり､ 地方公共団体にあっては都道府県知事､ 市区町村長､ 議会､ 教育委員会
や選挙管理委員会などの ｢実施機関｣ とされる｡ そこで､ 本来の特定された収集目的を超えて､ ま
た､ 行政機関や実施機関といった枠組みを超えて個人情報を外部に提供することができるのか､ こ
れが目的外利用・外部提供の許容性といわれるものである｡
ちなみに､ ｢目的外利用｣ とは､ 所管部局課が本来の業務目的で収集した個人情報を
(８)
､ 当該所管
部局課が別の業務目的で､ あるいは､ 行政機関ないし実施機関内部で､ さらに､ 広く国や自治体内
部自らにおいて別の業務目的で利用することである｡ 例えば､ 都道府県や市区町村の福祉関係部局
課が ｢福祉目的｣ で収集した個人情報を､ 本来の業務目的以外に当該部局課で､ あるいは他の自治
体部局課で利用したり､ さらには教育委員会が ｢教育目的｣ で利用する場合などが想定される
(９)
｡ ま
た､ ｢外部提供｣ とは､ 所管部局課が本来の業務目的で収集した個人情報を､ 行政機関ないし実施
機関以外の者に､ 国や自治体組織を超えて提供することである｡ 例えば､ 都道府県や市区町村の税
務当局が ｢税務目的｣ で収集した個人情報を､ 国や他の自治体､ 一般第三者に提供するなど､ 行政
機関や実施機関､ 国や自治体組織といった枠組みを超えて個人情報を提供することである
()
｡ こういっ
た目的外利用・外部提供が､ 本人の同意なくして自由に､ 何らの法的制限なく行われるとするなら
ば､ 個人のプライバシーを侵害する危険性が拡大化しよう｡ それ以上に､ 本人の予期せぬ利用等に
よる不安・懸念を生じさせ､ 場合によっては目的外での利用や提供によって本人に不利益が生じる
などして社会問題化するおそれがあるとともに､ 個人情報の悪用による本人の権利利益侵害の危険
性を増大させることにも繋がる
()
｡
そこで､ 行政機関個人情報保護法第８条１項は､ ｢行政機関の長は､ 法令に基づく場合を除き､
利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し､ 又は提供してはならない｡｣ と規定し､
個人情報の目的外利用・外部提供の原則禁止を掲げている｡ また､ 個人情報保護条例でも同様の規
定が置かれており､ 例えば､ 東京都個人情報保護条例第条１項は､ ｢実施機関は､ 保有個人情報
を取り扱う事務の目的を超えた保有個人情報の当該実施機関内における利用及び当該実施機関以外
のものへの提供 (以下 ｢目的外利用・提供｣ という｡) をしてはならない｡｣ と規定している｡
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() 不正利用・不正提供に関する処罰 (不正利用罪・不正提供罪)
それでは､ 行政機関ないし実施機関の職員が､ 個人情報を不正に利用・提供をした場合には､ ど
のような処罰が科されるのであろうか｡ 行政機関個人情報保護法第条及び第条､ 東京都個人情
報保護条例第条及び第条によれば､ ｢個人情報ファイル｣ ないし ｢保有個人情報を含む情報の
集合物｣ といった個人情報の集積体を､ ｢正当な理由なくして｣ 提供した場合､ そして､ 保有個人
情報を ｢自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的｣ で利用・提供を行った場合に限り､ 不正利
用罪・不正提供罪として処罰されることとなる
()
｡
事例 (Ａ) は､ 個人情報保護条例が制定される以前の事案であり､ 本件事項が直接の問題とされ
ることはない｡ また､ 個人情報の外部提供を不当に行ったとされる事例 (Ｃ) にあっては､ 東京都
教育委員会の職員に対して道義的批判・倫理的批判が向けられ､ 地方公務員法上の責任が発生し､
さらに､ 東京都に国家賠償法上の責任が発生することがあり得ても､ 当該職員に対して刑罰が科され
ることはない｡ 同様に､ 事例 (Ｂ) にあっては､ 大洲市長自身が不法行為を行ったとして損害賠償請
求の相手方とされているが､ ｢自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的｣ (大洲市個人情報保護
条例第条)で個人情報を外部提供したとは考えられないので､ 処罰の対象とされることはなかろう｡
第２款 本人の同意に基づく目的外利用・外部提供
() 本人の明確な同意
個人情報は､ いかなる場合であっても目的外利用・外部提供が禁止されるわけではない｡ この点
は､ 行政機関個人情報保護法第８条２項が､ ｢前項の規定にかかわらず､ 行政機関の長は､ 次の各
号のいずれかに該当すると認めるときは､ 利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し､
又は提供することができる｡｣ と規定し､ 第１号で ｢本人の同意があるとき､ 又は本人に提供する
とき｣ を挙げている｡ また､ 東京都個人情報保護条例第条２項も､ ｢前項の規定にかかわらず､
実施機関は､ 次の各号のいずれかに該当する場合は､ 目的外利用・提供をすることができる｡｣ と
規定し､ 第１号で ｢本人の同意があるとき｣ を掲げている｡
個人情報の内容は本人に帰属するものであるから､ 本人の同意があれば､ 目的外利用・外部提供
が可能となることは当然とも言えよう｡ 例えば､ 後に述べるように､ 災害時要援護者の個人情報を
本人の同意を得て自主防災組織等に提供する場合､ 講演会等の事業にかかる参加者名簿を､ 本人の
同意の下で､ 都道府県ないし市町村が発行する刊行物発行元に送付先名簿として提供する場合など
があろう｡ なお､ 本人が全面的に同意したわけでなく限定した部分で同意を行った場合には､ 当該
限定部分に沿って目的外利用・外部提供が可能となる｡ いずれにしても､ 個人情報の目的外利用・
外部提供は､ 本人の同意を得て初めて行うことができると解すべきであり
()
､ 法律及び条例上､ ｢第
１号｣ 形式ではなく､ 条文の ｢本文｣ 形式でこの原則が明確に規定されるべきである｡ そうでなけ
れば､ 個人情報保護条例上､ 自己情報コントロール権が形式的にも実質的にも保障されたことには
ならない､ と考えられるからである｡
ところで､ 行政機関ないし実施機関による目的外利用・外部提供が許容されるのは､ 本人が ｢明
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確｣ にこれを了承している場合である｡ 同意を取得する方式は､ 文書に限定されないので､ 口頭に
よる同意も想定されよう｡ しかし､ 文書で本人同意確認欄を設け､ 行政ないしは本人がチェックを
行うなど､ 本人の意思確認を逐次かつ十分に行うべきである｡ この点は､ なにも個人情報の目的外
利用・外部提供の場合に限られるものではなく､ 個人情報を収集する場合にも妥当しよう｡ なお､
本人が客観的に同意していることが明らかな場合には､ ｢本人の同意｣ があったものと推認するこ
ともできる｡ しかし､ 後日の紛争を回避するためにも､ 行政としては同様の方法で､ 第三者が代理
人として権限あることを事前に確認を得ておく必要がある｡
() 本人の同意の欠落
既に見たように､ 事例 (Ｂ) は､ 大洲市情報公開条例に基づいて行われた個人情報の公開につき､
その適否が争われた事案である｡ 従って､ 大洲市個人情報保護条例が直接問題とされた事案ではな
い｡ 換言すれば､ 本稿にいう個人情報の目的外利用・外部提供が直接の争点となっているわけでは
ない｡ しかし､ 情報公開条例に基づく個人情報の公開が､ 個人情報の主体たる ｢本人への意見聴取
なくして行われた｣ ことは､ 個人情報保護条例に基づく ｢本人の同意なき目的外利用・外部提供｣
という点で､ 基礎を同一にしていよう
()
｡
ちなみに､ 大洲市長は､ 本件受任者名簿を大洲市情報公開条例第７条１項ただし書アにいう ｢法
令､ 条例若しくは実施機関の規則(規程を含む｡) の規定により又は慣行として公にされ､ 又は公に
することが予定されている情報｣ ないし､ 第８条の ｢公益上特に必要があると認めるときは､ 公開
請求者に対し､ 当該公文書を公開することができる｡｣ (裁量的開示) に基づいて情報公開を行った｡
しかし､ 同公開条例第条１項にいう当該情報に係る第三者に対する意見聴取を行わなかったので
あり､ この点が､ まさに原告らによって厳しく批判されていたのである｡ 本件受任者名簿に記載さ
れている原告らの氏名､ 住所及び生年月日､ ひいては ｢受任者であること｣ 等はセンシティブ情報
に他ならないことからしても
()
､ 被告大洲市長には慎重な配慮が欠けていたと思われる｡ 従って､ こ
こでは､ 安全配慮義務違反のみならず､ 手続上の違法性も垣間見ることができよう｡
第３章 本人の同意に基づかない目的外利用・外部提供の許容性
第１款 目的外利用・外部提供の許容性
() 法律・条例上の基準
既に述べたように､ 行政機関個人情報保護法第８条１項は､ 個人情報の目的外利用・外部提供の
原則禁止を掲げており､ 同条２項には､ いくつかの例外規定が置かれている
()
｡ 同様の規定は､ 個人
情報保護条例の中にも見ることができる｡ 例えば､ 事例 (Ｃ) に関連して､ 東京都個人情報保護条
例第条２項は､ ｢本人の同意があるとき｣ (１号) 以外に､ ｢法令等に定めがあるとき｣ (２号)､
｢出版､ 報道等により公にされているとき｣ (３号)､ ｢個人の生命､ 身体又は財産の安全を守るため､
緊急かつやむを得ないと認められるとき｣ (４号)､ ｢専ら学術研究又は統計の作成のために利用し､
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又は提供する場合で､ 本人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められるとき｣ (５号)､
｢同一実施機関内で利用する場合又は国､ 独立行政法人等､ 他の地方公共団体､ 地方独立行政法人
若しくは他の実施機関等に提供する場合で､ 事務に必要な限度で利用し､ かつ､ 利用することに相
当な理由があると認められるとき｣ (６号) を挙げている｡ まさに､ 事例 (Ｃ) は､ 第６号が問題
とされた事案である｡ また､ 事例 (Ａ) は､ 個人情報保護条例上の規定が直接問題とされた事案で
はないが､ 東京都個人情報保護条例に当てはめるならば､ 第２号の ｢法令等に定めがあるとき｣ が
争点になる事案と思われる｡
ところで､ 行政機関個人情報保護法は､ オンライン結合による個人情報の外部提供の制限及び例
外に関して､ 明確な規定を置いているわけではない
()
｡ しかし､ 東京都個人情報保護条例第条２項
は､ ｢実施機関は､ 事務の執行上必要かつ適切と認められ､ 及び個人情報について必要な保護措置
が講じられている場合を除き､ 通信回線による電子計算組織の結合による外部提供をしてはならな
い｡｣ として､ オンライン結合による個人情報の外部提供の制限及び例外を規定している｡ 一般に､
多くの個人情報保護条例では､ ｢審査会の意見を聴いた上で｣
()
､ そして､ ｢公益上の必要があり､ か
つ､ 個人の権利利益を侵害するおそれのないと認めるとき｣ あるいは ｢公益上の必要があり､ かつ､
個人情報の保護に関し必要な措置が講じられていると認められるとき｣ といった複数の要件に該当
する場合に､ 実施機関による外部提供が許容される
()
｡
() 本人・第三者の利益考慮義務
行政機関個人情報保護法第８条２項は､ 本人の同意なき目的外利用・外部提供が認められる場合
であっても､ ｢ただし､ 保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し､ 又は提供するこ
とによって､ 本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは､ この
限りでない｡｣ と規定する｡ 同様の規定は､ 個人情報保護条例にも見られ､ 例えば､ 東京都個人情
報保護条例第条３項は､ ｢実施機関は､ 目的外利用・提供をするときは､ 本人及び第三者の権利
利益を不当に侵害することがないようにしなければならない｡｣ と規定する｡ このように､ 個人情
報の目的外利用・外部提供が許容される場合であっても､ 制限を受けることがあり得るのである｡
事例 (Ｂ) は､ 大洲市情報公開条例に基づく原告らの個人情報の公開の適否が争われた事案であ
る｡ 情報公開条例による個人情報の開示は､ 後に指摘する ｢法令等に定めがあるとき｣､ すなわち､
｢条例｣ に基づく目的外利用・外部提供に他ならない｡ 情報公開条例による個人情報の開示・非開
示の判断は､ 情報公開条例にある規定の解釈・運用に委ねられようが､ 実施機関によるその解釈・
運用に際しては､ 行政機関個人情報保護法第８条２項及び東京都個人情報保護条例第条３項にい
う ｢個人の権利利益を不当に侵害しないこと｣､ いわゆる ｢本人・第三者の利益考慮義務｣ が発生
しよう｡
既に見たように､ 事例 (Ｂ) にあっては､ 大洲市情報公開条例第７条１項及び第８条の規定の解
釈・運用が問題とされている｡ しかし､ 被告大洲市側は､ 原告らの氏名､ 住所及び生年月日が記載
され､ センシティブ情報 (原告らの政治的信条) が記載されている本件受任者名簿を公開した場合､
原告らの被る不利益の程度が極めて重大であることを考慮しなかったのであろうか
()
｡ もっとも､ 大
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洲市個人情報保護条例第８条１項は､ 実施機関への ｢本人・第三者の利益考慮義務｣ を ｢大洲市個
人情報保護審議会の意見を聴いて､ 当該目的外利用又は外部提供が所掌事務の遂行に必要なもの｣､
すなわち ｢事務処理上､ 相当な理由があると認められるとき｣ に限って網をかけている過ぎない｡
従って､ ｢法令等に定めがあるとき｣､ すなわち情報公開 ｢条例｣ に基づいて個人情報を目的外利用・
外部提供する場合にまで､ 当該 ｢本人・第三者の利益考慮義務｣ を実施機関に課しているわけでは
ない｡ 大洲市個人情報保護条例の規定の仕方からすると､ 被告大洲市側の判断には､ 少なくとも形
式的には違法性はないと考えられる｡ しかし､ 目的外利用・外部提供を原則禁止している大洲市個
人情報保護条例の趣旨が最大限尊重されなかったことは､ 極めて遺憾である｡ 本件受任者名簿の公
開は､ 一般に､ 大洲市情報公開条例にある第７条１項及び第８条の解釈・運用上の問題と理解され
ているが､ 目的外利用・外部提供を原則禁止している大洲市個人情報保護条例の趣旨にも関連する
問題として､ 改めて考察・検討されるべきであろう｡
() 情報受領者への措置要求義務
事例 (Ｃ) において東京高裁は､ ｢本件個人情報を本件議員らに開示した本件情報提供は個人情
報保護条例条及び条に違反する｣ と判示している｡ 東京都個人情報保護条例第条の検討は後
に行うこととして､ 同条例第条は､ ｢実施機関は､ 保有個人情報の実施機関以外のものへの提供
(以下 ｢外部提供｣ という｡) をする場合は､ 外部提供を受けるものに対し､ 提供に係る個人情報の
使用目的若しくは使用方法の制限その他の必要な制限を付し､ 又はその適切な取扱いについて必要
な措置を講ずることを求めなければならない｡｣ として､ 安全確保措置を規定するものである｡ 同
様の規定は､ 行政機関個人情報保護法第９条にも見られ､ 行政機関が個人情報を外部提供した場合
に､ 情報受領者に対して一定の措置を講ずべき旨の規定が置かれている
()
｡
こういった規定は､ まさに､ 個人情報の漏洩防止を情報受領者に求めることによって､ プライバ
シーの侵害が発生することを未然に防止することにある｡ そこで､ 情報受領者の限定のみならず､
情報受領者に対しては､ 遵守事項の確認､ 第三者への再提供の制限､ 情報利用後の廃棄・返却､ 遵
守状況の把握・報告､ 遵守されていない場合には個人情報の提供の停止や提供した個人情報の返還
請求等の運用が企図されるべきである｡ こういった観点からすると､ 事例 (Ｃ) において､ 情報受
領者である本件議員らが原告の個人情報を掲載した書籍を公刊した点も含め､ 原告の私生活に関す
る情報を実施機関ではない本件議員らに漫然と提供した上､ 何らの防止措置を講じなかった被告東
京都側の責任は重いと言えよう｡
第２款 法令等の定め・公の個人情報など
() 法令等の意義と範囲
まず､ 本人の同意なくして､ 行政機関ないし実施機関による個人情報の目的外利用・外部提供が
可能とされるのは､ ｢法令等に定めがあるとき｣ である｡ 当該 ｢法令等｣ とは､ 一般には､ 国の法
律､ 政令､ 省令及び自治体の条例をいい､ 通達や行政機関内部で定められる要綱・基準等は含まれ
	
 []

ない
()
｡ いずれにしても､ ①個人情報の目的外利用としては､ 公職選挙法第条１項に基づく市町村
長及び選挙管理委員会相互の通報 (選挙人の住所の有無・選挙資格の確認)､ 住民基本台帳法第
条に基づく選挙管理委員会から市町村長への通知 (選挙人名簿への登録・抹消の通知)､ 同法第
条２項に基づく市町村長から選挙管理委員会への通知 (選挙人名簿登録関係事項の通知) などを挙
げることができる
()
｡
次に､ 個人情報の外部提供に関してであるが､ ②法令上､ ｢通知しなければならない｡｣ や ｢報告
しなければならない｡｣ といった強制力のある規定が見られる｡ この場合には､ 行政機関ないし実
施機関による外部提供が義務づけられることとなり､ 例えば､ 刑事訴訟法第条２項､ 民事訴訟法
第条及び第条に基づき裁判所の提出命令に従って公文書を提出する場合､ 地方自治法第
条１項に基づき記録の提出請求に従って公文書を提出する事例などを挙げることができる
()
｡ 他方､
③法令上､ 情報受領者からの ｢照会することができる｡｣ や ｢報告を求めることができる｡｣ といっ
た強制力のない規定も見られる｡ この場合には､ 行政機関ないし実施機関による外部提供が､ その
裁量判断に基づいて行われることとなる｡ 例えば､ 刑事訴訟法第条２項に基づく犯罪捜査のた
めの必要事項の照会､ 民事訴訟法第	
条に基づく裁判のために必要な調査の嘱託､ 住民基本台帳
法第条に基づいて､ 国の行政機関又は都道府県からの資料の提供の求めに応じて必要な情報を提
供する事例などを挙げることができる
()
｡
() 法令執行上の問題点
事例 (Ａ) は､ 弁護士法第条の２に基づいて､ 京都市の中京区長が､ 個人情報としての前科等
の犯罪歴を弁護士会に回答した事案である｡ ちなみに､ 同条１項は､ ｢弁護士は､ 受任している事
件について､ 所属弁護士会に対し､ 公務所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めるこ
とを申し出ることができる｡｣ と､ 同条２項は､ ｢弁護士会は､ 前項の規定による申出に基き､ 公務
所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めることができる｡｣ と規定している｡ 本件事
案は､ 同条２項の ｢報告を求めることができる｡｣ という点が争われたことからして､ 前掲③に関
連するものである｡
果たして､ 個人情報を外部提供する側に裁量が認められる場合､ 行政機関ないし実施機関として
は､ 外部提供を行うべきであろうか､ それとも､ 外部提供を控えるべきであろうか｡ この点は､ 行
政機関ないし実施機関による個人情報提供の正当性判断に依拠することになる｡ 事案如何によって
は､ 個人情報の保護を図ることよりも､ 公益性・公共性が優先されることもあろう｡ 従って､ 法令執
行上外部提供が可能な場合､ 行政機関ないし実施機関がこの措置を行ったとしても､ それがプライバ
シー侵害や名誉毀損として､ ただちに不法行為責任ないし国家賠償責任が発生するわけではない｡
しかし､ 事例 (Ａ) のように､ 個人の前科等の犯罪歴､ すなわちセンシティブ情報の外部提供に
かかわる場合には､ 行政機関ないし実施機関には一層の慎重さが要求されるのである
(
)
｡ 公益性ない
し公共性があるとは言えないような一部の民事事件の場合､ 弁護士照会で利益を受けるのは私人で
あり､ 提供を求められた側の私人の個人情報・プライバシーを犠牲にすることまでは正当視されな
いと言えよう
()
｡ 従って､ 市区町村長は､ 個人の前科等の犯罪歴を ｢漫然と性急に｣ 外部提供すべき
	


ではないとの結論に至るのであり､ 事例 (Ａ) に関する最高裁判決は､ まさに正鵠を得ていると思
われる｡
() 公の個人情報
個人情報が ｢出版､ 報道等により公にされているとき｣ には､ 行政機関ないし実施機関は､ 本人
の同意なくして､ 個人情報の目的外利用・外部提供を行うことができる｡ すなわち､ 個人情報が､
出版・報道等により不特定多数の者が知り得る状態に供されている場合である｡ 新聞､ 書籍､ テレ
ビニュースなどで公にされている公知性のある個人情報は､ 誰もが知りうる情報に他ならないから
である｡
もっとも､ どの程度 ｢公にされているか｣ に関しては､ 行政機関ないし実施機関と本人との間で
意識が相違する場合が多かろう｡ 事実､ 事例 (Ｃ) にあって､ 被告東京都側は､ 本件服務事故報告
書の中にある情報の一部につき､ 原告の実名入りで既に新聞紙上に掲載されていた旨の主張を行っ
ていた｡ しかし､ 東京高裁は､ 原告側の主張を認め､ 原告の住所､ 生年月日や私生活上の事実 (疾
病に関する情報や社会的評価に関する情報) まで報道されていたわけでないとの判断を示すに至っ
た｡ また､ 事例 (Ｂ) は情報公開条例に関するものであるが､ 松山地裁及び高松高裁は､ 被告大洲
市側の反論を退け､ 本件受任者名簿は ｢公にすることが予定されている情報｣ には該当しない旨の
判断を行っている｡ 当該判断は､ 原告らのプライバシー情報､ センシティブ情報を保護する上で､
そして､ 裁量的開示を制限する解釈として妥当と思われる
()
｡
第３款 実施機関の裁量・諮問など
() 緊急性の判断
行政機関ないし実施機関が､ 本人の同意なくして､ 個人情報を目的外利用・外部提供することが
できる基準として､ ｢個人の生命､ 身体又は財産の安全を守るため､ 緊急かつやむを得ないと認め
られるとき｣ も挙げられる｡ 例えば､ 地震､ 火災などの災害､ 交通事故など不慮の災害で罹災・被
害を受けた人に関する身元や病歴､ 血液型の提供など､ 個人情報の外部提供が想定される｡ ここで
は､ 個人情報の本人外収集の場合と同様に､ 本人に承諾を求めたらこれを得ることができるであろ
う､ との ｢推定的承諾｣ が働こう｡
ところで､ いくつかの自治体においては､ () 学校現場において､ 緊急連絡網・保護者名簿の
作成・配布 (提供) を廃止するケース､ また､ () 生活保護家庭で子どもの虐待が行われた情報
を市町村が入手したものの､ これが民生委員・児童委員に伝わらなかった (提供されなかった) た
めに､ 適切な措置がとれなかったケース､ その他､ () 平成年 (		
) 年４月に起きた福知山線
脱線事故にあっては､ 負傷者の家族や関係者から負傷者が搬送されているか､ あるいは容態はどう
かとの問い合わせに対し､ 自治体､ ＪＲ西日本のみならず､ 兵庫県内・大阪府内病院のうち約	
病院は､ 行政機関個人情報保護法､ 個人情報保護法､ 個人情報保護条例を根拠に､ 当初､ 個人情報・
安否情報の提供を拒んだとの報道もなされている｡ 思うに､ () は､ 保護者本人の同意があれば
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問題はなく､ 仮に保護者本人の同意がなくとも緊急時における児童・生徒の安全を確保するため､
() 及び () は､ 個人の生命・身体・財産の保護に関連し､ 本人の同意を得ることが困難で緊急
な場合に該当し､ いずれも個人情報の外部提供として違法と判断されることはなかろう｡
しかし､ 国や自治体が個人のプライバシー保護に過敏になり過ぎて､ あるいは､ 三沙汰 (マスコ
ミ沙汰・警察沙汰・裁判沙汰) を恐れてか､ 個人情報の外部提供を極力控える傾向 (とりあえず外
部提供を ｢止めてみようか｣､ ｢拒否してみようか｣､ ｢放っておいてみようか｣ との消極的態度) が
見られないわけではない｡ こういった ｢匿名社会｣ の傾向は､ なにも緊急時個人情報の場合に限ら
れるわけではなく､ 公益性の高い個人情報 (省庁幹部職員情報､ 公務員懲罰情報､ 医師や歯科医師
等の国家試験合格者情報など) の外部非公開についても当てはまる
()
｡ この問題は､ ｢プライバシー
保護の重要性｣ と ｢個人情報の有用性｣ の比較衡量から､ 改めて検討されるべき事項に属しよう｡
() 相当性の判断
次に､ ｢事務に必要な限度で利用し､ かつ､ 利用することに相当な理由があると認められるとき｣
にも､ 本人の同意なくして､ 行政機関ないし実施機関による個人情報の目的外利用・外部提供が可
能とされる｡ この場合､ 行政機関ないし実施機関の裁量に委ねられるのであり､ 例えば､ 市町村が､
児童の不登校や不良行為等の問題に対応するため､ 児童相談所など関係機関に個人情報を提供する
場合､ 表彰の対象となる統計調査員として推薦するため､ 統計調査事務にかかる個人情報を関係機
関に提供する場合などが挙げられる
()
｡ 一般に､ 自治体実務にあっては､ 相当性判断に基づく目的外
利用が外部提供よりも広く利用されているようであり､ ｢目的外利用は自治体内部における利用で
あり､ その自治体には条例によって個人情報保護の責務が課せられている｡ この点は､ 提供すれば
個人情報が 『ひとり歩き』 してしまうおそれのある外部提供とは大きく異なるところである｡ ・・
目的外利用は､ 個人情報保護が担保されている自治体内をその範囲としての利用であり､ 外部提供
と同程度の厳格さまでは必要なく､ 弾力的な運用をはかるほうが現実的と考えられる｡｣
()
との指摘
がなされているほどである｡
ところで､ 事例 (Ｃ) にあって､ 被告東京都側は､ ｢都教委は､ 教育行政の適正かつ円滑な運営
を目指し､ 東京都議会の教育行政に対する監視機能に応えるために､ 本件議員らに説明資料として
本件情報を提供した｡｣ と主張している｡ しかし､ 東京高裁では､ 本件議員らが原告に対する中傷
活動を街頭で頻繁に行っていたことが､ 周知の事実と認定されている｡ こういったことから､ 原告
の個人情報が本件議員らに提供された場合､ 東京都の教育行政に対する監視機能を超えて､ 原告に
対する中傷活動に利用されることは容易に認識できたはずである｡ 従って､ 本件は､ 個人情報取扱
事務本来の目的以外の目的で個人情報を利用し､ そして提供することが社会一般の利益を図るため
に必要かつ正当と想定される事案､ これには該当しないと考えられる｡ むしろ､ 東京都教育委員会
には事実誤認､ 裁量権の逸脱・濫用があったと評価することもできよう｡
それ以上に､ 本件で問題とされるべきことは､ 原告のプライバシー情報､ センシティブ情報が本
件議員らに提供されたことである｡ まさに､ 私生活上の事柄､ 一般に知られていない情報､ 本人が
公開を欲しないと思われる情報が､ 本件議員らに提供されたのである｡ また､ 東京都個人情報保護
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条例第条２項６号にいう ｢同一実施機関｣ でない本件議員らに､ 個人情報が提供された点も問題
である｡ しかし､ 被告東京都側は､ ｢地方自治体の議会がその権限を有効に行使するためには､ そ
の構成員たる議員が各種調査や資料収集等の行為を行うことが不可欠であり､ 議員は議会固有の権
限を背景として調査活動等を行うことができるものと解すべきである｡ そして､ 執行機関としても､
議会がその権能を十分に果たすことができるよう､ その構成員たる議員に対して積極的に情報提供
を行う必要があり､ 現実にも日常的に議員からの資料要求に対して必要な範囲で可能な限りの協力
が行われている｡ また､ 『実施機関等』 に機関としての東京都議会しか含まれないとすると､ 公的
性格を有する職員の個人情報を議会に提供するような場合にも､ 都議会の機関としての議決行為を
要することになり､ 著しく不合理である｡｣ と反論している｡
この反論に代表されるように､ 自治体から議員への情報提供といった実務・慣行が､ 従来から存
在するように見受けられる｡ しかし､ 少なくとも個人のプライバシー情報､ センシティブ情報は､
安易にかつ漫然と議員に対して提供されるべきではない｡ すなわち､ 情報提供の目的が仮に正しかっ
たとしても､ その使われ方次第では､ 個人情報の漏洩に繋がることさえあり得る｡ 本件事案におい
て､ 被告東京都側は､ 外部提供の必要性を真摯に検討したのであろうか､ この点で疑問なしとは言
えない｡ むしろ､ 法令解釈の過誤､ 裁量権の逸脱・濫用さえ見ることができる｡ いずれにしても､
本件東京高裁判決は､ 自治体から議員へ恒常的に行われている情報提供の実務・慣行に対し､ 一種
の楔を打ち込んだ判例とも評価できまいか｡
() 審議会・審査会等への諮問
行政機関個人情報保護法には規定が存在しないが､ 個人情報保護条例においては､ 実施機関が個
人情報保護審査会あるいは情報公開・個人情報保護審査会等に事前に諮問をした後に､ 本人の同意
なき個人情報の目的外利用・外部提供を可能とさせる仕組みが設けられている
()
｡ これは､ 個人情報
保護条例の恣意的な運用を回避するとともに､ 本人の同意なくして行われる目的外利用・外部提供
について､ 客観的評価を受けるためのシステムに他ならない
()
｡ 審議会ないし審査会を経た外部提供
の実例として､ 例えば､ 京都府長岡京市における介護保険にかかる個人情報の外部提供､ 岐阜県多
治見市における徘徊高齢者の個人情報の外部提供などを挙げることができる
()
｡ 仮に､ 事例 (Ｃ) に
あって､ 審議会ないしは審査会への答申を経たならば､ 本件議員はともかく､ 東京都議会への本件
情報提供が適法となりうる余地があるかも知れない｡
いずれにしても､ 個人情報の本人外収集で検討を行ったように
()
､ 安易な諮問に基づいて､ 審議会
ないし審査会を､ 目的外利用・外部提供を可能とさせる ｢錦の御旗｣ あるいは ｢隠れ蓑｣ として利
用することは禁じられるべきである｡ なぜなら､ 個人情報保護条例は､ 個人の権利利益を保護する
という観点から､ 本人の同意なき目的外利用・外部提供を原則として禁止しているからである｡ 換
言するならば､ 本人の同意なき個人情報の目的外利用・外部提供は､ 収集目的の特定化及び明示化
の原則に対する例外となっているからである｡ 従って､ 個人情報の本人外収集の場合と同様に､ 審
議会ないし審査会では､ 目的外利用・外部提供の必要性､ 緊急性及び相当性など､ 要件を厳格かつ
厳正に判断されることが重要となってくる｡
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なお､ 平成年 (年) の月日に､ 北海道室蘭市の情報公開・個人情報保護審査会は､ 災
害発生時の要援護者の個人情報の共有については市役所内部だけでなく､ 自主防災組織など市役所
外部での共有を認める､ との答申を出している
()
｡ ここでは､ 災害時要援護者名簿への登録を呼びか
ける ｢手上げ方式｣､ 民生委員等が個別に訪問して同意を得る ｢同意方式｣ 以上に､ 審査会の答申
を経た ｢個人情報の共有方式｣ が採られることとなった｡ もっとも､ 自主防災組織などからは､ 誓
約書の提出､ 提供する個人情報の内容も生年月日を年齢に置き換えるなど､ 支援に必要な項目に限
定するなどの工夫が見られる｡ 災害発生時に備えた個人情報の共有については､ 本人の同意が得ら
れればこれに越したことはないが､ プライバシーの保護よりも人命の尊重が状況如何によっては優
越しよう｡ 今後は､ 災害発生時に備えた個人情報の第三者共有システム (防災情報ネットワ―クシ
ステム) のみならず､ 個別の行政分野においても､ 官官・官民相互での個人情報の第三者共有シス
テムが企図されることも想定できないわけではない
()
｡
() 個別条例による措置
ところで､ 個別条例の改正によって､ 自治体が保有する個人情報の共有化を図る動きも見られる｡
例えば､ 平成年 () 年月日に､ 東京都の渋谷区は､ 災害発生時の要援護者については､
本人の希望による名簿登録 (｢手上げ方式｣) を原則としながらも､ 本人の同意がなくとも一部例外
的に､ 自主防災組織などでも予め個人情報の共有ができるように､ ｢震災対策総合条例｣ の改正を
行っている
()
｡ すなわち､ 同条例第条３項は､ ｢区長は､ ・・災害時要援護者に係る個人情報 (渋
谷区個人情報保護条例 (平成元年渋谷区条例第四十号｡ 以下 『保護条例』 という｡) 第二条第一号
に規定する個人情報をいう｡ 以下同じ｡) のうち区規則で定めるものについて､ 保護条例第十四条
第二項の規定により目的外利用をし､ 又は自主防災組織､ 消防団､ 消防署､ 警察署及び民生委員
(以下これらを 『自主防災組織等』 という｡) 並びに区規則で定めるものに対して､ 保護条例第十五
条第二項の規定により外部提供をし､ 必要な個人情報を共有させることができる｡｣ と規定してい
る｡ これは､ 個人情報保護条例にいう ｢法令等に定めがあるとき｣ に該当する｡ そこで､ 個別法た
る当該震災対策総合条例が､ 一般法たる個人情報保護条例に優先して適用されることとなる
(	)
｡
確かに､ 個人のプライバシーの保護も重要であるが､ 個人の生命・身体の保護が優越する場合も
ある｡ 個人の命なくして､ プライバシーは語れないのであり､ プライバシーの保護を殊更に強調す
ることは､ 本末転倒の結果を生ぜしめることになろう｡ このように､ 個別条例の改正 (あるいは個
別条例の新設) によって､ 本人の同意なき個人情報の外部提供につき正当性を根拠付け､ 個人情報
の共有化を図ることも､ 実務的には可能と思われる｡
(
) 本人への事後通知
行政機関ないし実施機関が個人情報の目的外利用・外部提供を行った場合､ 本人の同意があった
ときは別として､ この事実を本人が知らないことが多い｡ 個人情報の目的外利用・外部提供は原則
として禁止されることから､ 行政機関ないし実施機関がやむを得ず目的外利用・外部提供をした場
合には､ 速やかに､ その事実をなんらかの方法で本人へ通知すべきである｡ そこで､ 小金井市個人
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情報保護条例第条３項の ｢実施機関は､ 前項の規定により目的外利用等をしようとするときは､
規則で定める場合を除き､ あらかじめその旨を本人に通知しなければならない｡ ただし､ 緊急やむ
を得ないと認められる正当な理由があるときは､ 目的外利用等をした後速やかにその事実を本人に
通知しなければならない｡｣ との規定に代表されるように､ 多くの個人情報保護条例は､ 個人情報
の目的外利用・外部提供について､ 本人への通知義務を実施機関に課している｡
しかし､ 行政機関個人情報保護法や東京都個人情報保護条例では､ 本人への通知義務について何
ら規定が見あたらない
()
｡ そのためか､ 事例 (Ｃ) にあっては､ 本件議員が原告の個人情報を書籍に
掲載して公開したために､ 原告がこれを察知するに至ったのである｡ これでは､ 法律及び条例上､
自己情報コントロール権が真に機能しているのか､ 疑問なしとは言えない｡ また､ 個人情報保護条
例では､ 審議会ないし審査会の承認を得られたことによって､ 本人への通知義務が免除されること
もある｡ しかし､ この場合であっても､ 自治体の広報誌などを通じ､ 制度の運用状況・件数等を公
表すべきことが実施機関の責務として導き出されよう｡
おわりに (課題と展望)
以上､ 個人情報の目的外利用・外部提供の制限と許容性について検討してきた｡ 個人情報の目的
外利用・外部提供は､ 本人の同意が大原則となるものの､ 公益性､ 公共性､ 緊急性及び相当性など
を勘案しながら､ 本人の同意なき個人情報の目的外利用・外部提供が許容される場合もある｡ すな
わち､ 国や自治体は､ 国民・住民の福祉を向上させるため､ 多種多様なサービスを国民・住民に提
供している｡ こういったサービスの量と質をより一層推進するためには､ 多くの個人情報が必要不
可欠となっている｡ また､ 相互に関連ある業務においては､ 業務の迅速な運営のために､ 同一の個
人情報を使用せざるを得ない場合もある｡ さらに､ 国や自治体の業務においては､ 他の自治体との
連携・協力なくして運営できないものもある｡ こういった観点からすると､ 個人のプライバシーを
侵害するものでない限り､ 行政が収集目的以外の業務に個人情報を利用・提供することも､ あなが
ち非難の対象とされるものではなかろう｡
そうであるならば､ 個人情報の取扱いは､ プライバシー保護のみならず､ 個人の生命・身体・財
産という ｢権利利益の保護｣､ ｢行政の適正かつ円滑な運営｣ 及び ｢個人情報の有用性｣ という多方
面からも考慮されるべきである｡ 個人情報保護制度が､ 余りにも個人のプライバシー保護に偏りす
ぎてしまえば､ 行政機関個人情報保護法及び個人情報保護条例の趣旨を没却させかねないであろう｡
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(１) 個人情報の本人外収集については､ 皆川治廣 ｢行政機関による個人情報の本人外収集の制限と
許容性｣ (慶応義塾大学出版会・慶應義塾創立年記念法学部論文集 『慶應の法律学・公法Ⅱ』
年) 頁～頁､ その他､ 個人情報保護法制・個人情報管理については､ 同 ｢行政保有の
個人情報保護｣ (ジュリスト号) 頁～頁､ 同 ｢行政機関の保有する個人情報の適正な管
理・利用・外部委託に関する一考察｣ (慶應大学・法學研究巻号 『藤原淳一郎教授退職記念
号』 年) 頁～	頁を参照されたい｡
(２) 皆川治廣 ｢自治体保有個人情報の第三者提供を可能にする仕組み｣ (月刊地方自治職員研修

号) 頁～
頁｡ 従って､ 本稿では､ 一部重複する部分があることを予めお断りしておきたい｡
なお､ 山下淳 ｢安全・安心のまちづくりと個人情報保護｣ (月刊地方自治職員研修

号) 
頁～
頁も同様の視点に立っているので､ 併せて参照されたい｡
(３) 本稿で参照した主な文献は､ 宇賀克也 『個人情報保護法の逐条解説 (第２版)』 (有斐閣・
年)､ 岡村久道 『個人情報保護法』 (商事法務・年)､ 奥津茂樹 『個人情報保護の論点』 (ぎょ
うせい・
年)､ 兼子仁他 『情報公開・個人情報条例運用事典』 (悠々社・年)､ 総務省行
政管理局監修：社団法人行政情報システム研究所編 『行政機関等個人情報保護法の解説 (増補版)』
(ぎょうせい・年)､ 多賀谷一照 『要説個人情報保護法』 (弘文堂・年)､ 夏井高人・新保
史生 『個人情報保護条例と自治体の責務』 (ぎょうせい・年)､ 平松毅 『個人情報保護―制度
と役割―』 (ぎょうせい・年) などである｡
(４) なお､ 第１審の京都地裁では原告の請求は棄却されたが､ 控訴審の大阪高裁では原判決が変更
され､ 謝罪文の交付請求は別として､ 万円の損害賠償請求が認められている｡ 最高裁判決も含
め､ すべての判決に対する評釈・参考文献をここで逐一提示するには枚挙に暇がないので､ さし
当たり､ 竹中勲 ｢前科照会回答とプライバシーの権利｣ (『憲法判例百選Ⅰ (第５版)』 有斐閣・
年) 

頁～
頁､ 稲葉一将 ｢弁護士法に基づく犯歴照会｣ (『行政判例百選Ⅰ (第５版)』 有
斐閣・	年) 頁～頁などを参照されたい｡
(５) ｢センシティブ情報｣ の意義・内容等に関しては､ 皆川・前掲論文 (｢行政機関による個人情
報の本人外収集の制限と許容性｣) 頁～	頁を参照｡
(６) このように､ 第１審たる松山地裁では､ 原告らそれぞれに対する５万円の損害賠償請求が認め
られている｡ もっとも､ 被告大洲市長に対する損害賠償請求は､ 棄却されるに至った｡ なお､ 控
訴審たる高松高裁では､ 松山地裁と同趣旨の判決が下されている｡ 判例評釈・参考文献としては､
神川哲弥・松川実 ｢署名収集委任届書公開国家賠償事件―大洲市｣ (判例地方自治号) 頁
～頁､ 内藤光博 ｢署名活動と表現の自由・プライバシーの権利―愛媛県大洲市署名収集受任
者名簿公開訴訟松山地裁判決について｣ (専修法学論集号) １頁～
頁､ 奥津・前掲書	頁～
頁などがある｡
(７) このように､ 控訴審たる東京高裁では､ 万円の損害賠償請求が認められたものの､ 謝罪文掲
載の請求は棄却されている｡ なお､ 第１審たる東京地裁では､ Ｘの請求はいずれも棄却されていた｡
(８) 個人情報の業務目的別取扱事務については､ 多賀谷・前掲書頁が参考になる｡
(９) その他につき､ 平松・前掲書
頁～
頁を参照｡ なお､ 市長部局から教育委員会などへの情
報提供は､ 実施機関を超えるという観点からして､ これを ｢外部提供｣ と理解することも不可能
ではない｡ しかし､ ｢外部｣ とは国や自治体を超えるものであるから､ 行政機関ないし実施機関
内部での個人情報の利用は､ これを ｢目的外利用｣ と解した方が妥当であると考えられる (同旨
として､ 兼子・前掲書頁～	頁､ 頁～頁がある)｡
() その他につき､ 平松・前掲書頁～
頁を参照｡ なお､ ｢組織｣ という文言に着目すれば､
｢組織内利用｣､ ｢組織外利用｣ に分けることも可能であろう (多賀谷・前掲書頁～
頁を参
照)｡ また､ 本稿と直接の関連があるわけではないが､ 周知の通り､ 私人間関係で個人情報の外
部提供が問題とされた事例としては､ 早稲田大学江沢民講演会名簿提出事件 (最判平成年９月
	
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日・民集巻８号頁・判例時報号３頁・判例タイムズ号頁) がある｡
() 夏井他・前掲書頁～頁｡ なお､ 目的外利用・外部提供が問題視されるような事例につい
ては､ 奥津・前掲書頁～	頁､ 
頁～
	頁､ 頁などを参照｡
() 行政機関個人情報保護法上の罰則については､ 宇賀・前掲書	頁～頁､ 総務省行政管理局
監修・社団法人行政情報システム研究所編・前掲書頁～	頁､ 個人情報保護条例上の罰則に
ついては､ 夏井他・前掲書	頁～頁に詳しい｡
() 兼子他・前掲書
頁を参照｡
() 同様に､ 住民基本台帳ネットワークシステムが､ 本人確認という本来の目的以外に利用された
り､ 個人情報が本人の同意なくして市区町村から国へ提供されているという批判も見受けられる｡
そうだとすると､ 当該事項も､ 個人情報の ｢本人の同意なき目的外利用・外部提供｣ と見ること
が可能であろう｡ この問題の検討は､ 別稿に譲りたい｡
() 神川他・前掲論文頁､ 内藤・前掲論文頁～頁を参照｡
(
) 詳しくは､ 宇賀・前掲書頁～頁､ 総務省行政管理局監修・社団法人行政情報システム研
究所編・前掲書頁～頁などを参照｡
() 詳しくは､ 総務省行政管理局監修・社団法人行政情報システム研究所編・前掲書頁～頁を
参照｡
() なお､ 日本弁護士連合会 ｢個人情報保護条例の改正に向けての提言｣ (		年５月８日) では､
オンライン結合につて､ 具体的事案として例外的に認めるか否かを判断するために､ 審査会とは
別個に運営審議機関を設置すべきとの指摘がなされている (岡村・前掲書頁を参照)｡
() オンライン結合の形式・内容等の法的問題点に関しては､ 奥津・前掲書	頁以下､ 兼子他・前
掲書頁～頁などを参照｡
(	) こういった点を批判するものに､ 奥津・前掲論文	頁がある｡
() 詳しくは､ 宇賀・前掲書頁～
頁､ 総務省行政管理局監修・社団法人行政情報システム研
究所編・前掲書頁～頁などを参照｡
() 当該 ｢法令等｣ に自治体の ｢規則｣ が含まれるかに関して､ 筆者は消極説をとっている｡ 詳し
くは､ 皆川・前掲論文 (｢行政機関による個人情報の本人外収集の制限と許容性｣) 	頁～	頁
を参照｡
() なお､ 住民基本台帳法第１条は､ 住民基本台帳を住民の居住関係の公証､ 選挙人名簿の登録そ
の他の住民に関する事務の処理の基礎とすることを定めている｡ 従って､ 住民票に記載されてい
る個人情報を自治体組織内部で広く利用することは ｢目的外利用｣ ではなく ｢目的内利用｣ と解
することもできよう｡ 詳しくは､ 兼子他・前掲書		頁～	頁を参照｡
() その他､ 兼子他・前掲書	頁～	頁､ 夏井他・前掲書頁～	頁なども参照｡
() その他､ 兼子他・前掲書	頁～	頁､ 夏井他・前掲書	頁なども参照｡
(
) 岡田博史 ｢個人情報の保護に関する実務上の問題点・弁護士照会の場合の対応｣ (月刊地方自
治職員研修号) 頁～頁を参照｡
() 兼子他・前掲書	頁～	頁を参照｡
() 神川他・前掲論文頁～頁を参照｡
() 石村耕治 ｢行政保有個人情報の取扱とプライバシー｣ (法律時報巻４号) 頁～頁､ 宇賀
克也 『新・情報公開法の逐条解説 (第４版)』 (有斐閣・		年) 
	頁～
頁､ 宇賀克也他 ｢個人
情報保護の現状と課題｣ (ジュリスト
号) ２頁以下､ 戸部真澄 ｢情報公開法・個人情報保護
法｣ (法律時報	巻	号) 頁～頁､ 藤原静雄 ｢個人情報保護の現在｣ (法律のひろば
巻９号)
５頁､ ９頁､ 及びそこに掲げられた文献などを参照｡
(	) なお､ 犯罪にかかる個人情報の報道機関等への提供に関しては､ 奥津・前掲書
頁～
頁に
詳しい｡
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() 兼子他・前掲書頁～頁｡
() なお､ 筆者は､ 国レベルにおいても審議会・審査会設置の必要性に言及しておいたが､ 法文と
して盛り込まれなかったのは残念である｡ 皆川・前掲論文 (｢行政保有の個人情報保護｣) 頁､
奥津・前掲書頁も参照｡
() 兼子他・前掲書頁～頁｡
(	) 奥津・前掲書
頁～頁､ 頁を参照｡
() 皆川・前掲論文 (｢行政機関による個人情報の本人外収集の制限と許容性｣) 頁～	頁｡
() 詳しくは､ 室蘭市役所の ｢情報公開・個人情報審議会｣ に関するホームページ (
) を参照｡
(
) 例えば､ 児童や生徒の教育情報・生活情報等に関連して､ 学校､ 警察や病院との連携を図るた
めの ｢いじめ・児童虐待防止システム｣､ 医療情報・保健情報・福祉情報・生活保護情報等に関
連して､ ｢難病治療研究システム｣､ ｢広域・救急医療システム｣､ ｢在宅介護支援システム｣ や
｢高齢者支援システム｣ などがあろうか｡
() 詳しくは､ 東京都渋谷区役所の災害時要支援者名簿に関するホームページ (
 !" ) を参照｡
() 宇賀他・前掲 ｢個人情報保護条例の現状と課題｣ 頁～頁も参照｡
(	) なお､ 筆者は､ 国レベルにおいても本人への通知義務の必要性がある旨を指摘しておいたが､
法文として盛り込まれなかったのは残念である｡ 皆川・前掲論文 (｢行政保有の個人情報保護｣)
頁を参照｡
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